
№ 部局 区分 項目 省庁 R8要望内容（ポイント）
要望書
頁

資料頁

1 -

1

知事
政策局

産業
労働部

継続

東京一極集中の
是正に向けた人と
企業の地方への
流れの促進

内閣府
経産省
厚労省

・企業の地方分散を実現するための総合的かつ抜本的な対策
の検討・実施
・地方拠点強化税制について、企業のインセンティブを拡充す
るなどの見直し
・政府関係機関の地方移転について、速やかな方針提示と積
極的な推進
・移住支援金及び起業支援金の更なる要件緩和、財源確保に
よる地方への移住・定住の促進
・多様な働き方を推進し、地方移住の裾野を拡大する施策等
への積極的な取組
・地域の女性活躍の推進に向け、中長期的に取り組めるよう、
継続的な財政支援の実施
・業務改善助成金の上乗せなどによるえるぼし・くるみん認定
取得企業の業務効率化や生産性向上、人材確保を支援
・アンコンシャス・バイアスの解消に向けた国民や事業者等に
向けた周知・啓発の促進

2 1

2

知事
政策局

教育
委員会

福祉
保健部

総務部

継続

子育てに優しい社
会の実現

こども
家庭庁
文科省

・独自の経済的支援策に対する財源措置及び国の責任による
取組の実施
・学校給食費の無償化に対する財源措置
・結婚支援をはじめとした少子化対策への財源措置等
・保育環境の充実・質の向上（全ての年齢別の保育士配置基
準のさらなる抜本的改善）
・幼児教育の環境整備への支援
・保育士・幼稚園教諭等の処遇改善及び人材確保に向けた取
組
・保育所等における看護師等の確保のための財政措置
・障害等により特別な支援を要する子を預かる保育所等への
支援
・地域で経営難に直面する保育所等への支援

5 2

9 -

3 総務部 継続

地方の一般財源
総額等の確保

財務省
総務省

内閣官房

内閣府

・地方の実情に応じた必要な行政サービスを着実に提供でき
るよう、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の
構築
・令和７年度以降の必要な一般財源総額の確実な確保
・デジタル田園都市国家構想の実現のための安定的な予算の
確保

10 5

4 総務部 継続

電気・ガス供給業
に係る収入金額課
税の堅持

総務省

・電気・ガス供給業に係る法人事業税の収入金課税について
は、本県の安定的な財源として定着・機能していることから、現
行制度を堅持すること。

13 6

5 総務部 継続

企業活動の実態を
適正に反映した公
平な地方法人課
税制度の実現

総務省

・企業の事業活動の変化等を踏まえ、行政サービスの受益に
応じた課税となるような分割基準の見直し
・事務所等の要件について、実態に合わせて適正に課税でき
るような制度の見直し
・新たな国際課税ルールによって生じる海外のデジタル企業
の税収について、国税のみならず、地方税への適切な配分の
実施及び国内のデジタル企業の地方税収の帰属のあり方に
ついての検討

15 7

6 総務部 継続

車体課税の見直し

総務省

・自動車税種別割について、課税趣旨を適切に踏まえた電気
自動車等への自動車税の課税のあり方に早急に見直すこと。

17 10

令和８年度　新潟県の課題

Ⅰ　地方創生と人口減少問題への対応

Ⅱ　地方財源の充実・確保
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№ 部局 区分 項目 省庁 R8要望内容（ポイント）
要望書
頁

資料頁

令和８年度　新潟県の課題

19 -

7 土木部 継続

防災・減災、国土
強靱化対策の着
実な推進

内閣府
国交省
総務省
財務省

・「次期国土強靱化対策事業」をはじめとした必要な予算・財
源の安定的な確保、円滑な事業執行が図られるよう弾力的な
措置
・冬期における安全・安心な道路交通の確保のため、雪寒事
業の着実な推進への配慮
・令和７年度末に期限を迎える「緊急自然災害防止対策事業」
等の有利な地方財政措置の継続
・地方の実情に応じた、地方財政措置の拡充などによる更なる
負担軽減
・改正国土強靱化基本法を踏まえ、５か年加速化対策後も中
長期的かつ明確な見通しの下、継続的・安定的に国土強靱化
を推進できるよう、地方の実情を踏まえた施策を盛り込んだ国
土強靱化実施中期計画の策定
・必要な予算・財源を別枠で確保するとともに、有利な地方財
政措置を継続するなどの十分な配慮

20 11

8 土木部 継続

激甚化・頻発化す
る豪雨災害から県
民の命と暮らしを
守る流域治水の推
進

国交省
総務省
財務省

・信濃川水系全体の治水安全度向上のため、大河津分水路
改修事業の着実な推進
・一級河川関川水系における治水安全度向上のため、保倉川
放水路の事業化に向けた調査検討の推進
・継続的な地方負担の軽減と直轄負担金の平準化
・激甚化・頻発化する豪雨による被害の防止・軽減に向け、内
水対策を含めた流域治水の取組を一層推進するためのハー
ド・ソフト両面での防災・減災対策への更なる支援
・流域治水の取組を一層推進させるため、特定都市河川の指
定に関する支援や制度の拡充
・水系一貫となった流域治水に取り組むため、令和元年東日
本台風で甚大な被害が発生した信濃川の県管理区間におけ
る国による一元管理など技術・財政面の支援等、上下流一体
となった治水対策の実施
・阿賀野川、中ノ口川への直轄事業並みの財政支援

23 12

9 土木部 継続

湯沢町三俣地区
に対する地域振興
策の実施

国交省

・湯沢町三俣地区の地域振興対策への特段の措置（国道17
号改良及び防災対策等）

25 13

10

土木部

農地部

農林
水産部

継続

地域を支える建設
産業の振興

国交省
農水省

・建設労働者の賃金水準を改善し、技能労働者等の入職促進
と離職防止を図るため、引き続き公共工事設計労務単価につ
いて、施工体制や技能水準の適正な評価を踏まえた上での見
直し
・建設企業の適正な利益確保に向け、引き続き低価格入札対
策を改善
・建設産業の担い手不足に対応するため、生産性向上を加速
化するための支援策を充実

26 14

11 土木部 継続

空き家対策の強化

国交省
総務省

・市町村が行う空き家への防護ネットの設置や危険部分の除
去などの安全措置に対して、空家対策特別措置法に基づき、
特別交付税措置による財政支援
・空き家となった大規模建築物の除却等に対して、特別交付
税措置の措置率を拡充するなど、市町村への十分な財政支
援
・空き家対策総合支援事業について、必要な予算確保及び事
業期間終了年次（令和７年度）以降の事業継続

28 15

12 土木部 継続

住宅の耐震化促
進

国交省

・耐震改修に係る費用負担軽減のため、予算確保と限度額及
び国費率のかさ上げなどの制度拡充
・耐震化の重要性と緊急性の積極的かつ継続的な啓発 30 16

13 土木部 継続

宅地の液状化等
による被害及び対
策への支援につ
いて 国交省

・令和６年能登半島地震による液状化等の被害の迅速な復旧
や今後の地震被害軽減に向け、「宅地液状化防止事業」等の
事業要件の緩和による弾力的な運用
・面的な液状化防止対策の検討における国からの継続した技
術的、人的支援

32 17

Ⅲ　一段加速した防災・減災対策の推進など県民の安全・安心の確保
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№ 部局 区分 項目 省庁 R8要望内容（ポイント）
要望書
頁

資料頁

令和８年度　新潟県の課題

14

土木部

農地部

農林
水産部

継続

盛土規制法の運
用への支援

国交省
農水省
林野庁

・盛土等に関する工事等の許可について、事例を共有する仕
組みの構築及び一般住民や民間事業者に対する制度の普及
啓発など継続的・積極的な関与
・盛土等の規制に関する業務の負担軽減につながる、盛土等
情報管理システムの、国が構築及び提供。
・不法盛土等の早期発見の取組や、発見した場合の対応に必
要な財政的・技術的支援

34 18

15
知事

政策局
継続

拉致問題の早期
解決

内閣官房

外務省
警察庁

・北朝鮮への圧力を緩めず、同時に一層の外交努力により事
態を打開し、一刻も早い拉致被害者等の救出のための協議の
実施。また、拉致問題が解決しない限り国交正常化や経済支
援を行わない旨の方針の堅持
・北朝鮮の「拉致問題は解決済み」との立場を崩すための粘り
強い交渉による、日朝首脳会談の実現を見据えた、目に見え
る形での早期の具体的成果
・米国をはじめとする関係諸国に対し、北朝鮮と個別協議を行
う際、拉致問題の早期解決を働きかける旨の要請の実施
・曽我ミヨシさんの安否確認と横田めぐみさんの詳細な情報提
供の要求
・特定失踪者等について、調査・事実確認の継続と被害者認
定
・一層の世論喚起を進めていくために、拉致問題解決に向け
た政府の取組の状況等について、可能な限り情報提供

36 19

16 防災局 継続

原子力発電所の
安全対策及び原
子力防災対策

原子力
規制委
内閣府
経産省
財務省

・東京電力に対する原子力規制検査は、セーフティ側とセキュ
リティ側の両方について厳格に実施
・福島第一原子力発電所事故の継続した検証の実施
・検証で得られた知見や最新知見を規制基準反映した安全対
策の取組
・重大事故発生時に国が事故対応を支援する体制整備
・規制委の屋内退避の運用に関する検討チームの検討結果
を、国民にしっかりと説明
・UPZ内住民の自主避難の課題への対応として、段階的な避
難や屋内退避の有効性など考え方を、国民へ丁寧に分かりや
すく説明
・自宅以外で屋内退避が一定期間継続可能な施設（シェル
ター）の設置を促進するよう、補助対象を拡大
・固定資産税が課税されている法人が所有する介護施設等に
おいて放射線防護対策事業を実施した場合、固定資産税が
増大することが課題となっていることから、負担が生じないよう
な環境の整備

39 20

17 防災局 継続

地域の特性を踏ま
えた原子力防災対
策に要する経費の
財政措置

原子力
規制委
内閣府
財務省

・自治体が実施する原子力防災対策の経費について、災害対
策重点区域外での対策経費も含め、国における確実な財政措
置（継続）
・柏崎刈羽原子力防災センターや緊急時モニタリングセンター
の拡張等にかかる財政措置を要望

41 21

18

防災局

農林
水産部

産業
労働部

知事
政策局

継続

原子力発電所事
故による被害に対
する適切な対応

農水省
外務省
経産省
文科省

・食品輸出について、検査結果を踏まえ、実態に即した規制と
なるよう諸外国への働きかけ継続
・放射性物質検査に係る検査料への支援
・被害の実態に見合った賠償について、円滑かつ確実な実施
・原賠法を改正し、賠償についての国の責任をより明確化 42 22

19 防災局 継続

放射線モニタリン
グ体制の維持強化 原子力

規制委
財務省

・県が実施している放射線モニタリングに必要な経費の確実な
財政措置、令和６年能登半島地震を踏まえたモニタリングポス
トの通信強化
・国が設置しているモニタリングポストの維持 44 23

20 防災局 継続

朝鮮半島情勢等
を踏まえた国民保
護対応等の充実・
強化  

総務省
内閣官房

・大規模な武力攻撃事態等を想定した対処マニュアル等の策
定
・物資、資機材の備蓄整備、国民保護の充実、国民への一層
の啓発
・多数の難民流入時の対応方針の明示、都道府県の役割明
確化と事案発生時の方策の制定

45 24
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№ 部局 区分 項目 省庁 R8要望内容（ポイント）
要望書
頁

資料頁

令和８年度　新潟県の課題

21 防災局 継続

米軍のオスプレイ
の飛行に関する情
報提供等

防衛省

・飛行訓練の実施に当たり、日米合同委員会合意事項の遵守
についての在日米軍への要請
・運用に関する情報について、国の責任による関係自治体等
への説明 46 25

22 防災局 継続

消防防災ヘリコプ
ターの安全運航体
制に向けた国の支
援 総務省

・消防防災ヘリコプターの運航に必要な経費について、原油
価格や物価高騰等の実態に即した適切な地方交付税措置
・２人操縦士体制への財政支援

47 26

23 防災局 継続

大規模・広域・複
合災害に対する即
応体制の整備等

内閣府
国交省
文科省

・国全体で大規模・広域・複合災害に即応できる仕組みの構
築
・職員等の広域的な応援体制の確保
・地震・津波対策を検討するための科学的調査の継続実施や
地震・津波観測体制の整備充実の推進
・日本海沿岸地域の公共インフラの早急な整備による大規模
災害時の代替・補完体制の構築
・防災庁拠点の誘致に向けた情報提供

48 27

24 防災局 継続

消防力の維持・強
化に向けた支援

総務省

・消防の広域化及び連携・協力に対する財政支援の充実（緊
急防災・減災事業債の恒久化）
・消防団の救助能力向上に向けた資機材整備に係る財政措
置の拡充等
・消防職・団員への教育訓練の充実強化

50 28

25 防災局 継続

大規模・広域・複
合災害における災
害救助法の弾力
的な運用等

内閣府

・被災地からの要請のない救援自治体における避難者受入経
費等の災害救助法の対象化と、国への直接請求を可能とする
制度変更
・災害救助法の更なる運用の弾力化（資金使途制限や事務費
上限額の撤廃、現物給付の原則の緩和など、災害救助の範
囲の拡大）
・被災地からの要請の有無に関わらず、行われた救助に係る
経費に対する国の全額負担

51 29

26 防災局 継続

被災者生活再建
支援制度の抜本
的な整理及び罹
災証明書交付等
の体制整備

内閣府
総務省

・全国共通で巨大災害発生時にも持続可能な公的支援制度
の検討
・被災者生活再建支援制度の適用範囲について、すべての被
災市町村が一律に支援対象となるように見直し
・罹災証明書交付業務に係る経費に対する応援自治体への
財政措置の拡充
・被災地域の地域コミュニティの復興への公的支援

53 32

27 防災局 新規

防災分野における
デジタル化の推進
に係る財政措置 内閣府

・被災者生活再建支援システム及び避難者支援システム（仮
称）の運営経費等の財政措置

55 33

28 防災局 新規

避難所生活環境
改善の取組に対
する支援の継続等 内閣府

・避難所環境改善や孤立集落対策の強化に向けた財政措置
の継続

56 35

29 防災局 継続

東日本大震災に
伴う広域避難者に
対する支援の継続

復興庁

・避難者支援を行う自治体等に対する財政措置

57 38

30 総務部 継続

地方消費者行政
に係る支援制度の
充実強化 消費者庁

・地方消費者行政推進のための継続した財政支援及び支援
制度の充実強化

58 39
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№ 部局 区分 項目 省庁 R8要望内容（ポイント）
要望書
頁

資料頁

令和８年度　新潟県の課題

31 環境局 継続

トキの野生復帰に
向けた環境整備の
推進

環境省

・国によるトキのモニタリング体制の一層の強化
・トキの餌場等生息環境及びトキ保護の普及啓発等の社会環
境の整備を推進
・国による野生下トキの観察施設の有効活用
・環境教育活動への協力
・佐渡におけるトキ野生復帰の取組について全国への普及啓
発・情報発信の強化
・R8年度から実施される本土放鳥に向けて、本県での訓練等
の負担増に要する人的及び財政的な支援の措置

59 40

32 環境局 継続

海岸漂着物等の
処理に係る財政上
の措置及び国外
からの漂着物等へ
の対策 環境省

・海岸漂着物等の回収・処理の推進に向け、国の全額負担に
よる恒久的な財政支援
・国外からの漂着物の原因究明と発生抑制対策に関する、関
係国への要請
・マイクロプラスチックの実態究明と効果的な対策の実施 61 41

33

環境局

農林
水産部

継続

脱炭素社会への
転換の加速化に
向けた制度の構築
等

環境省
農水省
経産省
総務省

・電力移出に伴うCO2削減効果等の可視化・評価
・電力移出に伴うCO2削減について、インセンティブを付与す
る仕組みの創設、及びその財源の確保
・CCUS実施地域の取組が評価される仕組みの構築
・市町村の脱炭素化の取組に対する人的支援
・脱炭素先行地域づくり事業・重点対策加速化事業交付金の
増額変更や複数年度にまたがる事業実施など柔軟な運用、及
び財源の拡充
・「脱炭素化推進事業債」の期間延長
・使用済み太陽光パネルのリサイクルシステムの早急な構築
と、適正な処理に向けて廃棄ルールの周知
・多様な次世代型太陽電池の雪国での導入を促進するための
国支援制度における財政支援の強化
・雪国の課題を踏まえたZEH、EV等の技術開発や財政支援の
充実
・森林吸収クレジットの販売量向上
・循環型林業による森林吸収源対策を進めるための木材利用
の普及啓発、天然林の森林整備に対する財政支援の強化
・効果的な藻場拡大技術の開発等の取組の加速
・熱中症特別警戒情報の自動伝送システムの構築

62 42

34

環境局

福祉
保健部

新規

有機フッ素化合物
対策の推進につ
いて

環境省
国交省

・健康影響に関する知見の集約及び新たな知見についての情
報提供
・公共用水域及び地下水に係る評価指標の取扱いの早急な
確立
・公共用水域調査や、浄水場への高度浄水処理設備の設置
など地方公共団体等が行う取組に対する十分な財政措置や
技術的支援
・暫定目標値等を上回るPFOS及びPFOAが検出された場合の
排出源特定のための調査、汚染の拡散防止策、水道水にお
ける浄水過程での除去方法等にかかる技術的支援
・土壌に係る評価指標及び土壌汚染対策（未然防止及び浄化
対策）の検討。また、土壌中のPFOS及びPFOAの測定方法の
確立

66 43

35
警察
本部

継続

警察官の増員

警察庁

・県民が安心して暮らせる安全な新潟を実現するため、警察官
の増員措置を講じる

69 44

36
警察
本部

継続

警察装備の充実
強化

警察庁

・４ＷＤ型の小型警ら車及び交通事故処理車の増強配備
・ヘリテレ高感度カメラの登載
・自動車ナンバー自動読取装置設置の一層の拡充 70 45

37
警察
本部

継続

交通安全施設更
新事業の拡充

警察庁

・老朽化の著しい交通信号機、道路標識、摩耗が著しい
道路標示の加速度的な増加や電球式信号灯器の早急なLED
化、交通管制システムの機器改修や整備に対応するため
の十分な財政措置
・現行補助制度の補助対象拡大と補助率引き上げ

72 46

5



№ 部局 区分 項目 省庁 R8要望内容（ポイント）
要望書
頁

資料頁

令和８年度　新潟県の課題

75 -

38
福祉

保健部
継続

健康寿命の延伸
に係る取組の推進

厚労省

・国民や事業者の理解促進に向けた周知・啓発活動の強化
・がん検診受診率の向上及びがん患者の就労に関する対策
の充実
・健康・医療・介護データの一体的な活用の支援

76 47

39
福祉

保健部
継続

医師少数県の医
師不足解消に向
けた抜本的な制度
改革

厚労省
文科省
総務省
財務省

【国による医師偏在解消に向けた実効性のある対策】
・真に実効性のある「医師偏在是正に向けた総合的な対策
パッケージ」の具体的な取組の実施
・医学部臨時定員増措置の延長
・地域枠の拡大に伴う支援等
・医師の地域偏在解消に向けた臨床研修制度の見直し
・医師少数県に配慮した実効性を伴う専門研修制度の運用
・医師少数区域等への医師の勤務促進
・医師の働き方改革と医師確保・偏在対策の一体的な推進
・学校医・産業医の確保支援

【医師少数県における医師確保対策等への強力な財政支援】
・医師少数県に配慮した財政支援
・市町村における独自の医師確保の取組に対する財政支援
・地域医療構想推進と一体的に進める医師確保への支援の拡
充

78 48

40
福祉

保健部
継続

すべての水俣病
被害者の救済

環境省

・水俣病被害者の早期救済
・患者救済の枠組みの見直し
・被害の声をあげることができる環境の整備 85 49

41
福祉

保健部
継続

国民健康保険制
度等の財政基盤
の確立と持続可能
な医療保険制度
の構築

厚労省

・国民健康保険制度等の財政基盤の確立と、今後の医療費の
増嵩に耐えうる持続可能な医療保険制度の構築

87 50

42
福祉

保健部
継続

医療費適正化に
取り組む都道府県
への支援等

厚労省

・第４期医療費適正化計画の実施における医療機関等への十
分な説明、都道府県への技術的・財政的支援
・計画の評価における医療費が低い都道府県への配慮

88 51

43
福祉

保健部
継続

地域医療提供体
制の確保に向けた
対応等

総務省
厚労省
財務省

・病院の経営安定化のために必要な対応
・地方自治体への更なる財政支援
・介護医療院への機能転換に対する財政支援の拡充
・病床機能再編に対する財政支援の拡充

89 52

44
福祉

保健部
継続

総合的な肝炎対
策の充実

厚労省

・患者の視点に立った総合的な肝炎対策の充実
・薬害Ｃ型肝炎患者及び輸血や予防接種等により感染したウ
イルス性肝炎患者の救済
・薬害を二度と引き起こさない再発防止策の構築 92 53

45
福祉

保健部
継続

骨髄バンク事業の
推進

厚労省

・ドナーが骨髄等の提供に至らない理由や必要な支援を把握
した上で移植率向上につながる総合的な施策の推進
・「骨髄ドナー休暇制度」の普及 94 54

46
福祉

保健部
継続

介護人材の確保
に向けた処遇改善
や給与水準の向
上の取組及び経
営実態等を踏まえ
た財政措置の実
施

厚労省

・介護人材の安定的な確保に向けた取組
・介護従事者等の給与水準の向上（他業種より低い水準にあ
ることに変わりない。）
・経営実態等を踏まえた財政措置の実施（物価高騰に加え、
人材確保に要する経費の増加等により、経営に影響が生じて
いる。また、老朽化が進行する施設の維持管理や施設整備の
財源確保が課題となっている。）

95 55

47
福祉

保健部
継続

障害福祉関連事
業における財源確
保 厚労省

・障害福祉関連の国庫補助事業における、必要な財源の確実
な確保
・職員の処遇改善の実施及び物価高騰への支援などに必要
な財政措置

97 56

Ⅳ　地域医療の確保・健康立県の実現と子ども・子育てを支える環境の整備
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№ 部局 区分 項目 省庁 R8要望内容（ポイント）
要望書
頁

資料頁

令和８年度　新潟県の課題

48
産業

労働部
継続

障害者の雇用対
策の拡充

厚労省

・障害者を雇用する事業主への支援
・障害者就業・生活支援センターの人員体制の拡充

99 57

49
福祉

保健部
継続

物価高騰等の長
期化により日常生
活に支障が生じた
方々への支援

厚労省
農水省
こども

家庭庁
内閣府
財務省

（生活困窮）
・相談支援に係る予算確保（継続）
・生活困窮者の負担軽減策や救護施設の経営安定化のため
の財政支援（一部新規）
（食のセーフティネット支援）
・フードバンク支援の継続、支援対象の拡充
（困難な環境にあるこどもへの支援）
・こどもの貧困の解消に向けた対策の強化、及び児童虐待防
止対策の推進等、困難な環境にあるこどもへの支援策の強
化・拡充（継続）
（困難な問題を抱える女性への支援）
・女性支援のための人材確保・育成、体制整備のための財政
支援
・地域女性活躍推進交付金（つながりサポート型）の継続
（自殺対策の推進）
・自殺対策事業実施のための財源確保（継続）

100 58

50
福祉

保健部
継続

へき地等における
オンライン診療へ
の支援

厚労省

・オンライン診療を円滑に実施するために必要となる看護師派
遣に係る経費に対する診療報酬のさらなる見直し等の措置
・処方箋への直接記名押印又は署名の取扱いの見直し

103 59

51
福祉

保健部
継続

児童福祉施設等
の耐震対策に係る
財政支援の拡充

こども
家庭庁

・次期国土強靭化対策事業における社会福祉施設等の耐災
害性強化対策（耐震化対策）の継続
・耐震改修費用の補助率の引き上げや耐震診断費用への助
成などの財政支援の拡充 105 60

107 -

52

観光文化
ｽﾎﾟｰﾂ部

知事
政策局

継続

地方への誘客促
進のための施策の
充実

国交省
外務省
法務省

・外国人旅行者をはじめとする地方誘客促進のため､高付加価
値旅行者誘客の取組を支援するとともに、地方の魅力的な観
光資源・文化資源の磨き上げの取組支援及び来訪喚起に向
けたプロモーションを実施すること
・グリーンシーズンの誘客強化を含めた、スノーリゾートの国際
競争力を高める取組に対する十分な予算の確保
・国際観光旅客税収の一定割合の地方への配分
・中国及び東南アジア諸国の個人観光査証の発行条件の更
なる緩和

108 61

53
観光文化
ｽﾎﾟｰﾂ部

新規

世界遺産委員会
の追加勧告や日
本政府代表ステー
トメントへの対応 内閣官房

外務省
文科省

登録決定時の追加勧告や日本政府代表ステートメントに沿っ
た対応について
・国として必要な外交上の取組を実施
・地元に対する支援体制の確保と適切な支援

110 62

54
観光文化
ｽﾎﾟｰﾂ部

新規

持続可能な国民ス
ポーツ大会冬季大
会の開催に向けた
負担軽減等につ
いて

文部科
学省ス

ポーツ庁

・開催時期や施設基準等について、開催地の実情を踏まえ、
柔軟に運用できるようにすること。
・式典・競技会開催費や施設整備費を対象としているスポーツ
振興くじ助成の上限額の引き上げをはじめ、国庫補助金の増
額など、更なる財政支援により開催地の負担軽減を図ること。
・冬季のスポーツ振興をはじめ、競技人口の確保やジュニア期
からのアスリート育成の観点を踏まえ、国民スポーツ大会冬季
大会を通じた競技力の維持・向上に向けて、施設の活用方法
を含めた対策や仕組みづくりについて、国が主体となって取り
組むこと。

111 63

Ⅴ　交流人口の拡大と日本海側国際拠点化に向けた交通ネットワークの整備
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№ 部局 区分 項目 省庁 R8要望内容（ポイント）
要望書
頁

資料頁

令和８年度　新潟県の課題

55 土木部 継続

高速道路等の着
実な整備

国交省
財務省
総務省

・日本海東北自動車道の朝日温海道路について、シームレス
な拠点連結型国土の構築に向けた一日も早い全線開通
・磐越自動車道と日本海東北自動車道の暫定２車線区間の早
期全線４車線化
・豪雪地域における道路交通を確保し、県民の安全・安心の
確保及び元気で活力ある地方の形成に向けた安定的な事業
進捗

113 64

56
交通

政策局
継続

新潟空港の機能
強化及び利用促
進

国交省

・訪日誘客支援空港の認定に伴う支援の再構築
・空港アクセスに対する支援制度の構築
・新潟空港の活性化策等に対する支援
・国際線受入体制強化への支援
・新潟空港の除雪対策と凍結防止策等の着実な実施
・新潟空港滑走路の沖合展開
・新潟空港駐車場の拡張・利便性の向上
・航空事業者への支援

115 65

57
交通

政策局
継続

日本海縦貫高速
鉄道交通体系（北
陸新幹線・羽越新
幹線）の構築 国交省

・北陸新幹線の早期全通
・北陸新幹線の速達タイプ「かがやき」の県内駅停車及び「つ
るぎ」、「あさま」の県内延伸
・羽越新幹線の整備に向けた必要な調査の早期実施
・幹線鉄道ネットワークの高速化等に向けた検討・調査の実施

118 66

58
交通

政策局
継続

県内港湾の機能
強化及び維持管
理

国交省

・計画的な事業実施
・新潟港の更なる機能強化
・県内港湾のCNP形成に向けた支援
・新潟港のオン・ドック・レール実現に向けた支援
・適切な維持管理と老朽化対策

121 67

59
交通

政策局
継続

県内空港・港湾の
CIQ体制の強化 財務省

法務省
厚労省
農林省

・訪日観光客の増加に対応する人員体制等の強化
・国際貨物の増加に対応する人員体制等の強化

124 68

125 -

60
産業

労働部 継続

地域経済の好循
環の実現に向けた
環境の整備

内閣府
財務省
経産省

・中堅・中小企業の生産性向上やイノベーションの創出につな
がる施策の一層の推進
・スタートアップの成長加速のため、資金調達や専門知識を持
つ人材の確保など、地方における環境整備の一層の支援や、
税制や法制度等の制度改正、各種規制改革、行政手続の簡
素化、公共調達拡大などの推進
・デジタル人材やグローバル人材など新たな成長を創る人へ
の投資や、女性の多様な能力が発揮される社会構築に向けた
施策の一層の推進
・賃上げに積極的な企業のさらなる税負担の軽減、事業再構
築や生産性向上を支援する助成金の拡充や要件緩和など、
適切な労働分配を通じた賃金水準の向上につながる施策の
継続実施
・インボイス制度の十分な周知・広報、事業者負担軽減措置の
継続、助成制度の充実・強化及び適正取引確保対策の実施
・電力やガス、燃料油など全国一律の対応が求められるものに
ついて、国による直接的な負担軽減策の継続。また、ＬＰガス、
特別高圧について、国による負担軽減策の実施
・下請取引適正化に向けた施策の充実や、パートナーシップ
構築宣言の更なる拡大と実効性の向上を図るなど、中小企業
が価格転嫁しやすい環境の整備
・借換えや返済条件の変更への柔軟な対応、経営改善や企
業再生などへの必要な対策の実施。また、信用保証に基づく
代位弁済額の県負担分などに対する支援、預託原資調達に
係る借入利息などの経費に対する支援

126 69

Ⅵ　県内産業の活性化、再生可能・次世代エネルギーの活用促進
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№ 部局 区分 項目 省庁 R8要望内容（ポイント）
要望書
頁

資料頁

令和８年度　新潟県の課題

61
産業

労働部
継続

中小企業の事業
承継支援の拡充

経産省

・10年間の集中期間以降の、事業承継・引継ぎ支援センター
への安定的かつ継続的な支援の実施
・ 第三者承継におけるトラブル防止のための継続的な環境整
備
・ 事業承継・Ｍ＆Ａ補助金による支援の継続及び柔軟な運用
・ 実態に即した事業承継税制の適用が図られるよう制度の拡
充や要件の緩和等
・ 事業承継促進による商店街の活性化に向けた共同施設の
整備や撤去等に対する十分な財政支援

129 70

62
産業

労働部
継続

人への投資におけ
る人材育成・確保
策の充実

厚労省
経産省
内閣府

・地方におけるデジタル実装やグローバル化に対応した環境
整備が加速するための取組や、労働者等のキャリア形成・学び
直しを総合的に支援する施策の実施
・産学官が連携して実施するキャリア形成支援や産業界と大学
生等の交流機会の創出等の取組に対する支援の強化
・労働者の職業能力の向上や企業の労働生産性の向上に資
する施策の実施
・地方における人材育成・確保に向けて必要な設備等の整備
を加速するための支援の強化

132 71

63
産業

労働部
継続

地方における雇用
対策の充実

厚労省
総務省
経産省

内閣官房

内閣府
法務省

・企業間及び産業間の労働移動の円滑化
・最低賃金について、地域間格差是正に向けた段階的な引上
げ及び引上げによって影響を受ける中小企業への支援策の
充実及び申請手続きの簡素化
・働き方改革関連法の周知、実態把握、不適切な事業所に対
する指導の徹底
・テレワークの導入など、個々人のライフスタイルに対応した多
様で柔軟な働き方を実現するための支援充実及び育児・介護
休業法に基づく事業主が講ずる措置の周知徹底
・就労意欲のある女性・高齢者などの新規就業促進に向けた
企業の誘導策、マッチング支援に取り組む地方への支援
・就職氷河期世代を含む中高年層の安定的な雇用の促進に
向けた確実な予算措置
・外国人材の適正な就労環境や生活環境の整備と、育成就労
制度や特定技能制度において就労場所に地域間の不均衡が
生じないための十分な配慮、在留資格取得許可申請に係る処
理の迅速化
・医療・介護・保育分野の有料職業紹介事業者認定制度の普
及、労働環境の改善、マッチング支援

134 72

64

産業
労働部

交通
政策局

継続

再生可能エネル
ギーの導入に資す
る施策の充実

経産省
国交省
環境省

・村上市及び胎内市沖における、風力発電関連産業の振興・
人材育成に資する形での事業完遂・協議会運営、及び漁業や
地域と共生した洋上風力発電の事業化
・新規海域の案件形成にあたり、利害関係者との円滑な調整
を進めるための考え方の提示及び理解促進等への国の主体
的な取組
・再エネ導入拡大、出力制御低減及び災害時の安定供給に
向けた系統整備の具体化・蓄電池等の活用

137 73

65

産業
労働部

防災局

継続

電源三法交付金
制度の見直しと財
源確保

経産省
財務省

・原子力発電施設等周辺地域交付金相当部分について重点
区域内全地域を交付対象とすること
・電力移出県等交付金相当部分に重点区域枠を設定
・原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金（Ｆ
補助金）について重点区域内全地域を交付対象とすること
・防災対策経費に係る重点区域外の対策経費も含めた財源確
保
・立地地域の実情を踏まえ、一定期間の経過をもって一律に
交付対象外とする現行の「みなし規定」の制度見直しと交付水
準の見直し

139 74

66

土木部

産業
労働部

新規

原子力発電施設
等立地地域の振
興に関する特別措
置法に基づく制度
の見直しと財源確
保について

経産省
内閣府
国交省
総務省
財務省

・法の目的を踏まえ、平成13年５月22日付の内閣府事務次官
通達に基づく現行の原子力発電施設等立地地域の指定につ
いて、原子力災害対策重点区域の全ての地域への拡大、対
象事業の拡充や補助率の嵩上げなど支援措置の充実・強化
を図ること

142 75
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№ 部局 区分 項目 省庁 R8要望内容（ポイント）
要望書
頁

資料頁

令和８年度　新潟県の課題

67
産業

労働部
継続

表層型メタンハイド
レートの開発促進
と地元に経済的メ
リットが還元される
仕組みづくり 経産省

内閣府

・日本海沖の表層型メタンハイドレートの開発促進、調査研究
における地元技術・人材の活用
・資源の開発が行われる地元に経済的メリットが還元される仕
組みづくり

144 76

68
産業

労働部
継続

カーボンニュートラ
ル社会の実現に
向けた拠点整備等
に対する支援

経産省

・本県におけるカーボンニュートラル拠点の整備推進に向けた
取組支援
・低炭素水素の供給コストの削減、県内における水素の利活
用促進に向けた取組支援 146 77

69
産業

労働部
新規

脱炭素電源を求
める企業への立
地支援

総務省
経産省

・エネルギー需要の大きい半導体関連企業等が、脱炭素
電源が豊富な地域に新たな投資を検討している全国的な
状況を踏まえ、本県へのＧＸ産業の立地が促進されるよ
う、具体的な支援策を早期に構築すること。
・太平洋側と同時被災しない本県の位置関係や、脱炭素
電源の活用可能性など、本県の優位性を踏まえ、データ
センターの本県立地を促進するとともに、地方における
デジタル化の促進等データ需要増加に向けた支援を行う
こと。

147 78

70

知事
政策局

産業
労働部

農林
水産部

継続

経済連携協定等
への対応

内閣官房

外務省
農水省
経産省

・CＰＴＰＰ等経済連携協定による効果・影響についての十分な
検証・説明と、万全な国内対策
・農林水産業者の経営基盤の強化につながる国内対策の継
続と、牛肉の輸入に関するセーフガードの効果発揮に必要な
対応
・中小企業等が経済連携協定の便益を享受できる十分な対策
の実施
・中国向けの精米輸出については、施設の追加に向け中国政
府への働きかけの一層強化

149 79

71

産業
労働部

農林
水産部

新規

米国の関税措置
等への対応

外務省
経産省
農水省

・ 米国との協議の場において、関税措置の見直しを粘り強く求
めること。特に、国内農業生産に影響を及ぼさないよう、現行
の国境措置を堅持すること。
・ 関税措置による経済への影響について分析を行い、国民等
に対し迅速かつ丁寧に情報を提供するとともに、地方の実情を
踏まえた対策を講じること。
・ 関税の影響を受ける中小企業・小規模事業者や農林漁業者
に対して、資金繰りに支障を来さないよう十分な支援を行うこ
と。
・地方経済の持続的な発展のため、 企業等が取り組む新たな
国内外での販路開拓・拡大や、新分野進出に向けた支援を行
うこと。

151 80

72
産業

労働部
継続

廃止石油坑井封
鎖事業に対する財
政支援の拡充 経産省

・石油の湧出が発生している廃止石油坑井封鎖事業の実施に
要する費用への財政支援を拡充

153 81

155 -

73
農林

水産部
継続

食料安全保障の
確立と農業の持続
的な発展に向けた
施策の展開

農水省

食料・農業・農村基本法の改正を踏まえ、
・　合理的な価格形成と国民理解
・　米の需給環境の安定化
・　地域計画に位置付けられた担い手の経営発展
・　輸出拡大による米の供給力向上 156 82

74
農林

水産部
継続

持続可能な水田
経営を実現できる
水田政策の構築

農水省

・持続可能な水田農業の実現に向け、水田政策の見直しによ
り、担い手が主食用米と非主食用米等を合わせた水田農業経
営全体で、所得を確保できる仕組みを構築するとともに、国産
穀物の活用促進を図ること。 159 83

Ⅶ　持続可能な農林水産業の実現
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№ 部局 区分 項目 省庁 R8要望内容（ポイント）
要望書
頁

資料頁

令和８年度　新潟県の課題

75
農林

水産部
継続

新規就農者の安
定的な確保・育成
に向けた対策の強
化

農水省

・就農希望者等に、就農準備や経営開始のための資金が確実
に交付できるよう、必要な予算確保と年度当初の全額配分
・各々の経営状況に応じた計画的な設備投資が行えるよう、機
械・施設等の導入支援は、経営開始３年目までの者を対象と
するような制度の見直し及び必要な予算の確保
・親元就農について、継承期間の延長など、親の経営継承年
齢の実情に即した要件見直しと支給対象の拡充

160 84

76 農地部 継続

ほ場整備の加速
化に向けた支援の
充実

農水省

・国の農業農村整備事業関係予算の増額及び本県へのほ場
整備予算の重点的配分
・本県のほ場整備を加速化させるため、ほ場整備実施中の地
区における農地中間管理機構関連農地整備事業への適用の
円滑化に向けた支援
・喫緊の課題である農業者の大幅な減少を踏まえ、次期「食
料・農業・農村基本計画」において初動５年間で構造改革を集
中的に進めるといった観点から、ほ場整備事業を緊急的に進
めるため地方財政措置の充実・強化

161 85

77
農林

水産部
継続

農地中間管理事
業等の推進

農水省

・農地中間管理事業及び特例事業の増大する業務を適切に
行うために必要な予算の措置
・機構及び市町村等の事務簡素化に向けた支援策の実施及
び機構の賃料支払いが滞らない仕組みの構築 163 86

78
農林

水産部
継続

中山間地域農業・
農村の維持・発展
に向けた支援の強
化

農水省

・中山間地域等直接支払制度は、分かりやすくシンプルな制
度や交付水準に見直すとともに、必要な予算を確保
・農業をベースに多様な人材が多様な働き方によって、地域の
課題に対応した主体的な取組が着実に実践できるよう、各種
支援策を構築し、必要な予算を確保
・令和９年度から見直すとしている水田政策の検討において、
中山間地域等直接支払も、食料・農業・農村基本法の理念に
基づき、農村の振興に貢献できる制度となるよう根本的に見直
し

165 87

79

農林
水産部

環境局

継続

鳥獣被害防止対
策の取組

農水省
環境省

【人身被害防止】
・移動経路となっている河川敷の環境整備等を国の主体的な
取組推進
・通学路や学校周辺に出没するクマへの対策などの、各自治
体のニーズに即した安全確保策に対する財政的な支援
・クマなど大型獣が住宅街や学校周辺に出没した際の関係機
関の役割や鳥獣保護管理法の運用に係るガイドライン作成と
円滑な現場対応のための支援
・全国的な野生鳥獣の生態等の研究や広域的な管理、被害
防止対策の実践に向けた技術的・財政的な支援
・クマ類の指定鳥獣指定に伴って実施する取組に対する技術
的・財政的支援
・人の生活圏に出没した際の捕獲の必要性や現場の状況など
について情報発信を強化し、広く社会に理解を求めていくこと
・国主導による人身被害を未然に防止するための技術開発

【農作物等被害防止】
・鳥獣被害防止総合対策交付金の予算確保と、地域の捕獲体
制維持に向けた捕獲活動に係る支援単価の引上げ等
・指定管理鳥獣捕獲等事業交付金の交付割合引き上げ
・国主導での有害鳥獣捕獲の技術を有する指導的な人材の
育成
・地域の防除活動に必要な次世代を担う人材の確保・育成

167 88

80
農林

水産部
継続

収益性の高い農
業経営の確立に
向けた園芸振興の
取組 農水省

・園芸生産に係るハード及びソフト事業の継続的な予算確保
・燃料価格の高騰に備える対策の継続実施及び十分な予算
確保と、算定方法の見直し等

170 89
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№ 部局 区分 項目 省庁 R8要望内容（ポイント）
要望書
頁

資料頁

令和８年度　新潟県の課題

81
農林

水産部
継続

みどりの食料シス
テム戦略の推進

農水省

・戦略の工程表に沿った技術開発の推進と、開発技術を円滑
に普及・定着させる手法等の、都道府県等へのフィードバック
・農業者の環境負荷低減の努力やその農産物の価値が消費
者に伝わり、適正な価格で販売できる環境づくりの強化
・Jクレジット制度の方法論を追加
・農業者と消費者の相互理解のもので環境に配慮した農産物
の生産・消費を拡大する取組への十分な予算確保
・環境保全型農業直接支払交付金制度の支援単価を、要件
化されたメタン削減対策の実施費用も含めた金額に見直し

172 90

82
農林

水産部
継続

大規模農場にお
ける鳥インフルエ
ンザ発生時の対応
強化等

農水省

・農場の分割管理の促進を国として引き続き積極的に取り組む
こと
・分割管理のため事業者が行う施設整備などに要する経費へ
の支援強化、補助事業の要件見直し
・効率的な防疫措置の実施手法・技術の開発とその普及
・鳥インフルエンザの発生に伴い、自治体が対策に要した経費
に対する財政措置の充実
・全国的な発生拡大の際には、農場消毒に要する経費の全額
を国が負担
・家畜所有者による主体的な防疫措置の実施の促進
・殺処分に対する国家公務員の増員等
・家畜防疫員の速やかな派遣に向けた国の調整機能の強化
・食鳥処理業者など関連事業者の事業継続に向けた支援策
の構築
･防疫資材の安定供給に向けた支援及び特殊資機材の広域
備蓄体制の拡充
・家畜伝染病の発生リスクが高い状況下において、災害により
畜舎損壊等で適切な飼育管理が不可能となったことで家畜を
処分せざるを得ない場合に、その取組や再導入を可能とする
支援の創設
・鳥インフルエンザワクチン使用に関する効果・課題の検証

174 91

83

知事
政策局

農林
水産部

継続

錦鯉の魅力発信と
輸出振興の強化

内閣府
外務省
文化庁
農水省
経産省

・「国魚・錦鯉」の更なる浸透、諸外国への情報発信強化
・錦鯉の輸出拡大に向けた業界団体及び都道府県への支援
拡充
・輸出相手国との検疫条件等の協議推進
・日本産錦鯉の優位性の確保、知財保護の観点を含めた優良
系統の保護
・特定疾病（ＫＨＶ病等）等の防疫体制強化のための研究強
化、疾病予防体制整備に向けた財政支援の継続

177 92

84
農林

水産部
継続

森林環境譲与税
の制度の見直し

農水省

・森林を多く有する市町村に対し、天然林を含む森林の整備
に必要な財源が配分されるよう制度を見直し
・都市部の譲与税を山村部の森林整備に充てるなど、市町村
間の連携を促す取り組みを強化
・森林環境譲与税の譲与により、森林整備等に必要な国の予
算が減額とならないよう引き続き措置

179 93

85
農林

水産部
継続

新潟県農林公社
分収林事業に対
する支援措置 農水省

総務省

・債務超過の解消に必要な経費支援
・公庫借入金の借換制度の再創設
・公社に財政支援している地方公共団体への地方財政措置の
拡充と利用間伐事業の更なる支援の拡充 181 94

86
農林

水産部
継続

物価高騰などの影
響を受けた農林漁
業者の経営継続と
需要拡大に向けた
支援

内閣府
農水省

・原油価格・物価高騰等対策や、融資限度額の拡大など万全
なセーフティネット対策
・肥料価格の安定化や肥料原料の安定的な調達、価格高騰
に対する支援の充実強化と、未利用国内資源活用の推進など
農家の負担軽減につながる支援
・配合飼料価格安定制度の十分な予算措置と、配合飼料高止
まり時にも支援が可能な仕組み構築
・輸出先国等における支援体制の強化や規制撤廃等の働きか
けの一層の推進

183 95
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№ 部局 区分 項目 省庁 R8要望内容（ポイント）
要望書
頁

資料頁

令和８年度　新潟県の課題

87

農地部

農林
水産部

継続

農山漁村の活性
化及び防災・減災
対策の強化等に
必要な予算確保と
制度拡充

農水省
総務省

・国土強靭化実施中期計画を着実に実施し必要な財源確保と
地方財政措置の充実・強化を図るとともに、TPP等関連補正予
算の継続的な措置
・ほ場整備事業における園芸等の導入・拡大に向けた支援制
度充実
・土地改良区が安定的な運営を行うため、農業水利施設の維
持管理に係る費用への支援制度の拡充並びにエネルギー価
格高騰の影響を受けにくい農業水利施設及び農業水利シス
テムへ転換するための支援制度の拡充
・農山漁村地域整備交付金制度における早期着手制度構築
・漁港機能増進事業の予算確保

185 96

189 -

88 総務部 継続

条件不利地域に
おける行政サービ
スの提供に必要な
財政措置の充実 総務省

・市町村において必要な行政サービスが提供できるよう、地方
一般財源総額を確保、地方交付税の算定においては地域の
実情を踏まえ、地域社会再生事業費の継続・拡充など条件不
利地域へ配慮
・過疎対策事業債の必要額を確保

190 97

89

知事
政策局

交通
政策局

継続

離島地域に対する
支援の拡充等

内閣府
国交省

・有人国境離島法の延長
・離島航路の維持に向けた支援の拡充
・地域社会の維持に関する施策の実施に必要な財政上の措
置
・粟島の「特定有人国境離島地域」への早期追加指定
・指定されるまでの間の航路運賃低廉化に対する更なる財政
支援
・離島活性化交付金及び特定有人国境離島地域社会維持推
進交付金の海上輸送費支援事業における対象品目数の拡充
・特定有人国境離島地域社会維持推進交付金の航路運賃低
廉化事業における燃油サーチャージの支援

191 98

90
知事

政策局
継続

豪雪地帯安全確
保緊急対策交付
金等の支援の改
善等 国交省

財務省

・豪雪地帯安全確保緊急対策交付金等の支援の改善及び予
算額の安定的な確保・拡充
・除排雪の安全設備・装備や自動化・省力化につながる克雪
技術の開発における補助率の引上げ等の地方の取組促進と
国による研究・開発及び普及推進

194 99

91 土木部 継続

道路除雪費に係る
国庫支出金の総
額確保と冬期道路
交通の確保に向け
た取組の推進等

国交省
総務省
財務省

・道路除雪費に係る国庫支出金総額の確保と地方負担の軽
減
・高速道路及びそれに並行する国道において通行止めを発生
させない事前対策の更なる充実と、早期規制解除に向けた集
中除排雪体制の強化の推進
・持続可能な除雪体制の構築に向け、ICT等を活用した技術
開発の一層の推進並びに普及拡大に向けた取組の更なる充
実と財政支援

196 100

92
知事

政策局 継続

デジタル・トランス
フォーメーション
（DX）の実現に向
けて

総務省
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ

庁

・情報通信基盤である光ファイバ等のユニバーサルサービス化
の早期実現と設備の民間移行が進展するまでの間の自治体
による更新・維持管理等に対する支援
・ローカル５Gを活用した新たなビジネス創出に対する支援
・自治体情報システムについて、令和７年度末までに標準準拠
システムに円滑に移行するためのきめ細やかなフォローアッ
プ。また、移行完了時期が期限より遅れる特定移行支援システ
ムの更なる増加が見込まれるため、適切な移行期限の設定な
ど支援の拡充。
・標準準拠システムへの移行に伴い,システム運用経費の増加
が見込まれることから、負担増となる経費に対する確実な財政
支援。
・地方自治体での専門的な知識・経験を有する外部人材の確
保のため、国の官民人事交流制度と同様の制度の創設

199 101

93
交通

政策局
継続

持続可能な地域
公共交通

国交省
総務省
厚労省

・地域公共交通の運行費等への支援の拡充・充実
・交通資源をフル活用した持続可能な移動手段の確保・充実
・運輸事業者の人材確保のための支援の充実 202 102

Ⅷ　住み続けることができる活力ある地域づくり
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№ 部局 区分 項目 省庁 R8要望内容（ポイント）
要望書
頁

資料頁

令和８年度　新潟県の課題

94
交通

政策局
継続

並行在来線を含
むローカル鉄道等
の維持・確保等

国交省

・米坂線の復旧に対する支援
・ローカル鉄道の存続・機能強化
・第三セクター鉄道会社等に対する支援予算の確保
・貨物鉄道が走行する並行在来線への支援の拡充等 204 103

95
交通

政策局
継続

離島航路の活力
維持

国交省
総務省

・離島航路の維持・確保に対する支援の拡充
・船舶導入への支援の拡充

207 104

96
交通

政策局
継続

佐渡航空路の開
設及び維持

国交省

・離陸時における滑走路運用の柔軟化
・首都圏空港発着枠の柔軟な活用及び継続
・佐渡－新潟航空路運航費補助に係る採択要件の緩和

209 105

211 -

97
教育

委員会
継続

教職員定数の拡
充等

文科省

・加配措置の拡充を含めた新たな教職員定数改善計画の早
期策定と着実な実施
・小学校教科担任制推進加配の改善・充実
・小規模校等に対する高等学校教職員定数の改善
・東日本大震災による受入れ児童生徒の心のケア等のための
加配教員の継続配置

212 106

98
教育

委員会
継続

教職員の多忙化
解消に向けた取組

文科省

・多忙化解消に向けた教職員定数の改善、外部人材の活用に
対する地方財政措置の拡充
・人材確保のための処遇改善に係る必要な財源の確実な確保 215 107

99
教育

委員会
継続

通常の学級に在
籍する特別な教育
的支援が必要な
児童生徒への対
応の充実

文科省

・通級指導担当教員の基礎定数化の完全実施
・通常の学級等においても、複数教員による指導体制を整える
ことができるよう教員を配置
・特別教育支援員の配置に係る地方財政措置について、市町
村の実態を踏まえた更なる拡充

217 108

100
教育

委員会
継続

ＩＣＴを活用した学
習環境整備及び
校務の情報化に
係る財政支援

文科省

・ＧＩＧＡスクール構想により整備された通信ネットワークの増強
やＩＣＴ機器の保守・更新経費に係る財政措置の継続
・高等学校段階の学習用タブレット端末の更新に係る経費に
おいて、全生徒数分を対象とした財政措置と自治体の調達手
法に応じた柔軟な財政支援メニューの整備
・ソフトウェア等導入に伴う保護者負担軽減のための財政措置
・義務教育段階におけるデジタル教科書の無償化のための財
政措置
・ICT運用支援を行うためのヘルプデスクの運営経費に係る財
政措置の継続
・統合型校務支援システムの保守・更新経費への十分な財政
措置

219 109

101
教育

委員会
継続

学校施設の老朽
化対策及び教育
環境整備等に係る
財政支援の拡充

文科省

①老朽化対策や耐震対策、教育環境整備等について、夏季
休業等の長期休業期間を有効に活用できるよう年度当初にお
ける十分な予算枠の確保。また、災害復旧事業において設計
に要する経費も国庫負担の対象化
②老朽化対策や環境改善のための改修、非構造部材の耐震
化促進のため、高等学校も補助対象とするなど財政支援を拡
充
③脱炭素化に向けた補助金の対象を普通科等も含めたすべ
ての高校に広げるとともに、リースによる整備の補助対象化
④避難所として必要な防災機能の整備のための財政支援の
充実

221 110

102
教育

委員会
継続

高等学校等就学
支援金制度等の
充実

文科省

①全ての授業料を無償化すること
②事務の執行に当たり、発生する事務費等は奨学のための給
付金制度に関する費用を含め、国が全額措置すること

223 111

Ⅸ　将来の夢や希望を育みかなえる教育の推進
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№ 部局 区分 項目 省庁 R8要望内容（ポイント）
要望書
頁

資料頁

令和８年度　新潟県の課題

103
教育

委員会
継続

部活動の地域移
行に係る取組

文科省

・地域移行の必要性等について、十分な理解と協力を得るた
めの関係方面への周知
・特に、小規模自治体への課題に対する参考情報の提供
・市町村の体制整備等の市町村の取組への十分な財政措置
の継続
・経済的に困窮する家庭の生徒に対する支援及び活動場所
への移動が困難な地域における交通費等に対する必要な財
政措置
・市町村の実情に応じて柔軟に活用できる新たな支援策

224 112

104
教育

委員会
継続

不登校やいじめ対
策に向けた生徒指
導体制の整備

文科省

・計画的・安定的な教職員配置が図られるよう、教職員定数の
さらなる改善
・特に、生徒指導担当加配教員や養護教諭の定数増に向けた
配置基準の見直し
・校内教育支援センターの設置や機能強化に向け、運営等に
携わる支援員の配置等に対する予算の拡充
・スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの増員に
向けた国の補助率の引上げを含む財源措置
・多様な外部人材（スクールロイヤー、医療関係者、大学教授
等）が学校活動に関わるための人的措置に向けた財政支援

226 113

105
教育

委員会
継続

光熱費高騰の影
響を受ける公立学
校への支援

文科省
総務省

・光熱費高騰により公立学校の学校運営に支障をきたさないよ
う、地方交付税措置額算定の際に物価動向を反映する仕組み
の構築など、光熱費高騰に係る必要な財政支援

228 114

106
教育

委員会
継続

遠隔授業に必要
な教職員の配置に
係る財政支援及び
定数制度改善

文科省

・遠隔授業実施校に対して必要となる受信側の教室への学習
指導員等配置のための財政支援
・配信センターに十分な教員を配置できるよう、配信センター
への教職員定数の加配措置を行うなど、定数制度を改善する
こと。

229 115

107
教育

委員会
継続

高校段階において
デジタル等成長分
野を支える人材育
成を推進するため
の継続的な財政
支援

文科省

・高校段階においてデジタル等成長分野を支える人材育成の
推進を図るための、機器整備・更新やカリキュラム開発、並び
に高度な知識を持つ指導者の活用に係る財政支援

231 116

108 総務部 継続
私立高等学校等
の修学支援制度
等の拡充

文科省

・修学支援金制度の更なる拡充
・東日本大震災被災児童生徒の就学支援に係る交付金事業
の継続と所要額の確実な措置

232 117

109 総務部 継続

私立狭域通信制
高校への支援の
拡充と私立広域通
信制高校の教育
の質の確保

文科省

・私立狭域通信制高校の経常的経費への支援の拡充
・経常費助成費補助金の予算単価どおりの配分への見直し
・私立広域通信制高校の通信教育連携協力施設の教育の質
の担保、実態把握のための仕組みの充実・強化 234 118
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令和８年度　新潟県の課題

237 -

110

防災局

土木部

福祉
保健部

産業
労働部

継続

柏崎刈羽原子力
発電所における安
全対策の徹底及
び実効性のある原
子力防災対策の
構築等

内閣府
原子力
規制委
経産省
国交省
財務省

内閣官房

総務省
警察庁
海上

保安庁
防衛省

Ⅰ 国が前面に立った取組
・県民理解への取組
・事業者に対する指導・監督の強化
・技術者の育成・人材確保
Ⅱ　避難対策の実効性向上等
・原子力災害時の住民避難を円滑にするための避難路の整備
等
・除排雪体制の強化
・放射線防護対策を施した屋内退避施設（シェルター）整備の
強化
・原子力災害時における避難等の考え方の理解促進
・ICTを活用した円滑な避難方法の構築
・資機材整備等の充実
・放射線モニタリング体制の維持強化
・原子力災害医療体制の強化
・原子力施設に対する武力攻撃事態等への対処
・原子力災害対策重点区域への適切な対応等
・電源立地地域対策交付金におけるみなし規定の要件変更
・原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法に
基づく制度の見直しと財源確保

238 -

Ⅹ　柏崎刈羽原子力発電所における安全対策の徹底及び実効性のある原子力防災対策の構築等
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